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＜相続（８）＞ 講師・ＣＦＰ．高橋　昭夫　先生
日本ファイナンシャルプランナー協会正会員 ＵＲＬ． http://www.machi-net.org/ に同時掲載しています。

発行責任者   NPO法人・まちづくりネットワーク
１）弔慰金の非課税限度額 〒306-0041　古河市鴻巣７５８番地     Tel・Fax 0280 47 0033
　　弔慰金は以下の範囲であれば、相続税や所得税は非課税扱いとなります。
　　・業務上の死亡の場合　-------　普通給与の３年分。 当法人は、三桜工業株式会社の支援により設立されましたＮＰＯ認証法人です。　

　　・業務外の死亡の場合　-------　普通給与の半年分。  

２）相続時精算課税に係わる贈与財産
　　相続時精算課税の適用を受けた贈与財産（相続時の価額）を相続税の課税価額 1面・人口減少社会 2面・　お知らせ　　ご存知ですかコーナー。

　　に加算し、相続税を課税し直す。なお、既に納付した相続税は精算されます。 3面・さざんか祭り　漢字読み取りテスト。 4面・市民紙上セミナー(相続）。

３）債務控除
　　相続税法は、相続または遺贈により財産を取得した者が、その被相続人の債務
    及び葬儀費用を負担するときは、相続または遺贈により取得した財産から控除
    して相続税の課税価額を計算することとしています。

　多　　　様　　　化
４）相続開始３年以内の贈与財産
　　相続または遺贈により財産を取得した者が、その被相続人からその相続の開始 始まった人口の減少高齢化社会に求められるもの
　　前３年以内に贈与により取得した財産が有る場合には、
　　その贈与財産の価額（贈与を受けた時の価額）を相続税の課税価額に加算する
　　こととされます。

人口減少時代の入り口に立つ日本。個人や企業、自治体や国に共通して何が求められて
５）被相続人に養子がいる場合 いるかを後記資料を参考に見ることにしましょう。
　　・被相続人に実子がいる場合　-----------　養子１人まで
　　・被相続人に実子がいない場合　---------　養子２人まで 個人 においては、働き方・ライフスタイル・価値観の多様化で文化的豊かさを求める方向へ
　　＊民法上は養子の数に制限はないが、相続税法上は法定相続人に含まれる よくいわれることですが、終身雇用や年功制の後退により生まれた多様な就業形態が軸に
　　　養子の数は制限されています。 なり、ライフスタイルや価値観も多様化して従来の「経済的豊かさ」から「文化的豊かさ」

を求める方向に向かうことが予想されています。
　　（注）
　　　・相続を放棄した者を含めて法定相続人の数を求める。 企業 においては、量よりも多様な製品開発を求める方向へ
　　　・次に掲げる者は実子とみなされる 人口減少が労働力の縮小となる社会では、売上高よりも付加価値率の向上を選定せざるを
　　　　民法上の特別養子縁組による養子となった者。 えなく、量より多様な製品開発に向い、より一層独自の技術と製品をめざすことが予想さ
　　　　配偶者の実子で被相続人の養子となった者。 れています。

このことは「企業規模」よりも「得意分野への特化」が優先する傾向が強まることを意味
しています。

大都市圏 においては、地方より人口の高齢化が進む・・・
地方よりも大都市に高齢者が集中し、都市財政が悪化し、
「人口の減少高齢化」がもたらす最大の問題点になる
可能性が指摘されています。
地方が大都市圏よりも人口高齢化の進行がゆるやかである

  ①シュウマイ　　　②ガラス      　③ピアノ　　  ④サファイア　　　⑤コルク ことは、労働力の面において大都市圏に対して優位性を保持
して、地域自立の可能性を高めることが想定されています。

　 国や自治体 においては、「市民の多様な生き方」や「企業行動の多様化」を可能にする
　⑥ブラシ         ⑦コスモス      ⑧コンパス　  ⑨ドッグ　  　   ⑩コップ 環境づくりが求められる・・・

国や自治体においては、「市民の多様な生き方」や「企業行動の多様化」が可能となるよ
うに、社会の安全や教育機会の拡大・多様化などの社会基盤づくりが求められるといわれ
ています。 （2面へ)
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 ９３号

　暮らしとタックスプラン(税)　ー　その２０    社会教育の推進   まちづくりの推進   環境保全の推進

 社会教育の推進活動

まちづくりの推進活動

９３号
ご案内

　小池　貞三郎

       　　　３ページの漢字読み取りテストの正解例

　ｲﾗｽﾄ制作　青山恵美子さん　［三桜工業(株)所属］
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農業分野 は重要性が増す・・
本紙８９号では、市民の余暇拡大に伴い、大型ホテルなど施設集約型で過ごす「リゾート型」 恒例・さざんか祭り行われる
から農村・漁村・山村などの民宿や民家に泊まり、農業関連などの体験やその地域の人々と 商店街・ＮＰＯ・企業による地域活性化
の交流を通じて楽しむ余暇利用・・「グリーンツーリズム」への傾向について触れましたが、 　　　　　
高齢社会ではこうした「ノスタルジックな空間」の必要性が指摘されています。 １１月２０日(日曜日）恒例の「さざんか祭り」がＪＲ古河駅西口の三桜工業(株）古河

オフィスの敷地内で行われました。
また農業分野は現状から見ても比較的高齢者の就業機会の創造が可能とみられ、地域を広域化 まちづくり活動の一環として、敷地に隣接するオリオン商店街主催の祭りに、
することにより関連産業としての食品加工・農業機械装置・肥料・運輸などの各産業のネット まちネット(NPO）とサンオーコミュニケーションズ(企業）が協力して、毎年１１月に
ワーク化により地方広域経済圏の形成の可能性も指摘されています。 行われています。

共通 して求められる多様化 今年は、まちネットがはじめて格安で草花の販売を行い、サンオーコミュニケーションズ
以上のように人口の減少高齢化社会に入ると、従来の「物質的な豊かさ」から「文化的豊かさ」 は例年通りパソコンコーナー
を求めるようになり、個人・企業・国・自治体には共通して「多様化」が求められるといわれ を設けて、主に子供やお年寄りを
ています。 対象にインターネットやゲーム

で休日を楽しんでもらいました。
また今世紀は「情報革命」にはじまり、前世紀の物質文明が残した「負の遺産」を取り除くため
に「環境革命」へ向かいつつあります。
やがて「人口の減少・高齢化」の影響を受けて、高齢者の能力も活かした「高齢者革命」を経て
「知」の文明の世紀に姿を変えることが予想されています。

【参考資料】1.発行所・日本経済新聞社　「人口減少経済」の新しい公式　2.発行所・(財）農林統計協会　ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑと日本の農村 【まちネットと園芸農家による草花販売】
　　　　　　3.発行所・財務省印刷局　「知」の文明

【企業協力によるパソコンコーナー】

【商店街によるモチつきと古河の街の歴史写真展】

【商店街による売店コーナー】

【商店街による子供遊びコーナー】
その２４

低迷を続けてきた日本経済の国際的な 4.コンテンツ(映画・アニメなど） カタカナ語に挑戦して見ませんか
競争力を高めるたに、２００４年に経済
産業省が作成し明らかにされた戦略。 社会的ニーズに対応した新産業として 漢字読み取り１０題・・１０点満点で・・あなたは何点でしょうか・・

5.健康・福祉(医療中心の医療・介護）
この戦略は、日本経済をけん引きし、 6.環境・エネルギー
「攻め」に転じさせるために新産業の育成を 7.ビジネス支援(人材派遣・経営サポート）
めざし、その産業として次の７分野を ①焼売    ② 硝子      ③洋琴   　  ④青玉     　⑤木栓 
選定。 現状7分野の合計　２００兆円強を

２０１０年には、３００兆円にする予定。
世界市場をリードする先端産業として ⑥刷子 　 ⑦秋桜 　　   ⑧円規  　   ⑨船渠   　  ⑩洋杯 
1.情報家電 中国などの競争力が一段と高まる中で
2.燃料電池 5年、10年先を見越して、21世紀の競争力 (正解例は4頁の下欄に掲載しています。）
3.ロボット を高めるために作成された戦略。

（２） （３）

まちづくりの推進活動

　新産業創造戦略

　

　あなたです　火のある暮らしの　見はり役

古河市・市民団体・当ＮＰＯ法人の3者共催により
　　　うるおいのある地域づくりをめざして、花や花壇の育て方を
　　　　　中心にした　花のまちづくり講演会　を来年1月27日(金）に予定しています。
　　　　　　　　　　　　　詳細は次号でお知らせ致します。




